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1.「人的資本経営」指針に
対する日本企業の危うい対応
　経営環境の不確実性が増し，変
化のスピードが早い時代にあっ
て，2020年代の企業経営には，
事業継続のための競争優位性の確
保，新たな価値創造を通じた社会
への貢献が求められています。
　グローバル規模で広がるこうし
た経営のあり方や，企業評価に関
する価値観の変化に併せて，日本
でも昨年，政府が企業価値向上と
人的資本経営を促進するため，企
業に対して指針を発表しました。
　人的資本経営とは，人材を「資
本」として捉え，その価値を最大
限に引き出すことで，中長期的な
企業価値向上につなげる経営のあ
り方のことです（経済産業省ホー
ムページより）。その実現を加速
させるために，政府は「長期的な
経営戦略と連動した人材戦略の策
定と投資」や「人的資本に関する
情報開示」を企業に求めています。
こうした動きに呼応して，昨年頃
から人的資本経営への関心が高ま
り，政府が示した指針への対応を
検討する企業が増えてきました。
　ただ，そうした企業サイドの動
きの中に，人的資本経営の本来の
意図とは異なる，以下のような“危

うい反応”も見受けられます。

▲人材の獲得や登用，能力開発な
ど，投資意識が「個人」をター
ゲットにした「人材戦略」に偏
っている
▲「情報開示のための数値指標」
導入といった形式的な目先の対
応だけをしている
▲人事発のD＆I，エンゲージメン
ト，リスキリングを謳った施策
が，脈絡もなくバラバラに展開
され，職場や管理職層への負担
が増している
▲「人的資本経営」とか「情報開
示」とか言われても何をしたら
よいのか，経営者も人事部も分
かっていない

　今日のESG投資において企業
価値を認められるのは，自己変革
を伴う課題解決力で新たな価値を
生み出し，持続可能な地球環境や
社会づくりに貢献することで成長
していく企業です。人的資本経営
の本来の趣旨は，そのような国際
的にも価値の高い企業への転換を
促すことにあります。しかし，人
材を資本とみなして投資の対象と
し，多様な人材や働き方に対応し
て個を活かすなど，政府が示すア

プローチ自体がそもそも「人材戦
略」を焦点にしていることもあり，
多くの企業が経営の全体観や戦略
性を欠いた，形式的な「人材戦略」
展開にミスリードされているので
はないかという危惧を私は抱いて
います。

2. 人材戦略と組織戦略のハイ
ブリッドで企業価値を高める
　確かに企業の競争優位性や持続
可能性の源泉は，社員一人ひとり
の能力であることは間違いありま
せん。これまで通り，企業価値を
高めるためのベースとなる「人材
戦略」をしっかり策定し，一定の
投資をしていくことは必要です。
　ただし，企業の能力は，個人の
能力の総和ではなく，その総和以
上の能力に変えていく「組織の能
力」によってもたらされます。従
って，企業価値を高め続けるため
には，多様な人材の能力や意欲が
引き出され，オープンで創造的な
チームワークが発揮される組織を
作っていく「組織戦略」も不可欠
になります。個人能力の開発であ
る人材開発と，個人能力の総和以
上の組織の力を生み出す組織開発
を両輪で行っていくこと，これが
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本来の基本戦略です。
　ところが，日本企業では「組織
は個人の集合体」という考え方や，
「個人の能力」「個人の頑張り」に
期待する発想がいまだに根強く，
組織の能力を高めるための施策と
いえば，優秀な人材の採用と人材
開発，個人のモチベーションアッ
プといった人事施策にどうしても
偏る傾向があります。そのことが，
先に掲げた表面的な“危うい反応”
につながっています。
　組織は単なる「個人の集合体」
ではありません。経営者，人事担
当者がまずそのことに気づき，個
人だけでなく組織というものにも
目を向け，人材戦略と組織戦略の
ハイブリッドで企業価値向上に取
り組むことが，今の日本企業には
まず必要なのです（図表 1）。

3. 組織戦略として注目される
見えざる資本の「組織開発」
　そこで，人材の能力を引き出し，
持続的に企業価値を高めていく組

織戦略的アプローチとして近年日
本でも導入する企業が増えている
のが「組織開発」です。組織には，
常に「個人の能力」を引き出し，
その総和以上の「組織の能力」に
拡張していくための，様々なプロ
セスが働いています。例えば，チ
ームワークとして行われるコミュ
ニケーション，個人間の情報のや
りとりや現状認識のすり合わせ，
目的の共有，役割の確認，モニタ
リング，フィードバックなどの相
互行為です。これらの相互行為は
「協働プロセス」または「組織プ
ロセス」といわれます（図表 2）。
　組織開発とは，このような「個
人の能力」を「組織の能力」に拡
張していくカギとなる「協働プロ
セス」にアプローチして，人と組
織を一体的に進化させ続けること
で，経営にとっての組織機能を高
めていく取り組みなのです。
　この点において組織開発は，個
人の能力やモチベーションなどに
働きかける人材開発とは根本的に

異なるものといえるでしょう。

4. 組織開発の企業導入にも横
行する残念な対応
　日本では2015年頃から「対話」
を焦点にした組織開発が大企業を
中心に再注目され，専任部署を置
いて取り組む企業が増えてきまし
た。そのこと自体は良い傾向であ
り，職場コミュニケーションにお
いては大きな意味がありました。
　しかし，その半面で残念ながら，
組織開発の知識やそれに必要な技
術をしっかり学ばないまま，旧態
的なやり方や無手勝流で「組織開
発的な」取り組みが行われてきて
いるのも事実です。
　例えば，皆さんの企業でこんな
ことは起こっていないでしょうか。

▲結局，対話や人間関係構築だけ
で終わっている限定的な展開
▲経営や事業，戦略との結びつき
を欠いた「仕事とは別モノ」活動
▲誰かに「やってもらう」「やら
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図表 1　人材戦略と組織戦略のハイブリッドの時代に 図表 2　「協働プロセス」とは
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される」構造になっている受け
身の活動
▲職場や社員が「自分たちにとっ
ての意味」を感じられないやら
され活動
▲実質やっているのは人材開発的
な研修やワークショップ
▲効果性より効率を優先した表層
的な施策展開
など

　自社で独自にいろいろな施策を
実行してはみたものの，こうした
残念な状況に陥り，途中で私たち
のもとへ相談に来られる企業もあ
ります。
　本来の「組織開発」とは，組織
プロセスの一つひとつに働きかけ
て最適化やリデザインを行い，組
織の能力を高めていく取り組みだ
と考えています。しかし，日本の
状況をみると，組織開発を導入す
る企業が増えてはいるものの，そ
の多くは対話手法の普及だけにと
どまり，組織プロセスへの働きか
けを伴わない組織開発になってい
るように思います。つまり，これ
からの企業に必要な持続的な競争
優位性を生み出す組織能力の向上

にはつながっていないのです。
　その実情に対して，私たちは，
企業価値とその基盤となる組織能
力を高める組織戦略的アプローチ
としての意味を明確にするため，
組織開発から一歩進めた「組織ケ
イパビリティ開発」への取り組み
を提唱しています。

5. 新しい組織開発「組織ケイ
パビリティ開発」とは何か？
　企業組織が持つ能力，すなわち
組織ケイパビリティには，通常の
事業オペレーションのための「オ
ーディナリー・ケイパビリティ」
と，環境の変化に適応して自らを
変化させていく「ダイナミック・
ケイパビリティ」の 2種類があり
ます。VUCA環境下で求められる
ダイナミック・ケイパビリティは，
環境変化に適応してイノベーショ
ンや新たなビジネスモデルを生み
出し，それに合わせてオーディナ
リー・ケイパビリティを刷新する
能力です。
　「組織ケイパビリティ開発」は，
組織が持つダイナミック・ケイパ
ビリティを強化し，オーディナリ
ー・ケイパビリティを最適化して

いく戦略的な方法論です（図表
3）。
　組織ケイパビリティ開発は，組
織の最小単位である 2人以上から
なる「チーム」を焦点に，その機
能と，創発や自己変化の能力を高
めていくアプローチが基本です。
チームワークが機能するために必
要な一連の協働プロセス，具体的
にはコミュニケーション，相互信
頼関係の醸成，現状認識の共有，
めざす目的の共有，克服課題の選
定，役割の相互認識，行動のシン
クロナイズと連携，相互支援など
を，チームメンバー自らが実際の
仕事の場面で意識的に，チームで
思考・行動しながら修正，機能ア
ップしていきます。
　こうした一連の協働プロセスを
チームワークのルーティンにして
いくのが〈創発型チームワークサ
イクル（the Emergent Teamwork 
Cycle：ETサイクル）〉です。こ
れは，新しいコトやモノを生み出
し，チャレンジによって変化し続
けるチームの基本的な行動のサイ
クルです。このサイクルを連続し
て経験することによって，チーム
のルーティンに「創発的な協働行

図表 3　「組織ケイパビリティ開発」の概念 図表 4　新結合理論に基づく「dt=iの原理」
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動」が定着していき，チームメン
バー間の信頼関係やチームワーク
レベルもスパイラルアップしてい
きます。この〈創発型チームワー
クサイクル〉は，イノベーション
論の創始者であるJ.シュンペータ
ーの新結合理論に基づいた「dt=i
の原理」，すなわち，多様な人材
の能力（d:diversity）が，チーム
ワークによって結合されてチーム
の能力となり（t:teamwork），イ
ノベーションや創発を生み出す
（i:innovation）という考え方をベ
ースにしています（図表 4）。
　経営幹部チーム，ミドルマネジ
メントチーム，各職場チームで〈創
発型チームワークサイクル〉が日
常的に回り始めることで，そこか
ら新たなモノやコトが創発され，
変化が生み出されます。こうした
新たな動きや変化をつなぎ，連動
させていくことで，チーム能力の
総和以上の企業のケイパビリティ
が発揮され，イノベーションが生
み出されていきます。

6. 組織ケイパビリティ開発で
競争優位性と企業価値を高める
　すでに組織開発に取り組んでい
る日本の企業では，〈創発型チー
ムワークサイクル〉を日常の業務
やマネジメントの基本サイクルと
して定着化する試みがなされてい
ます。
　パナソニックでは，2022年 4
月から事業会社制に移行したこと

に伴い，社是である「衆
知を集める」ことによ
って，多様な人材と技
術を活かしてそれぞれ
の事業でイノベーショ
ンを生み出し，競争優
位性を高めていこうと
する経営的な取り組み
が各事業会社で実行さ
れています。その一環
として〈創発型チーム
ワークサイクル〉を業
務やマネジメントの基本サイクル
として，組織や日常業務に定着化
していこうという試みが行われて
います。パナソニックグループ全
体の人的資本価値向上を促進する
組織・人材開発センターが，〈創
発型チームワークサイクル〉をパ
ナソニック式の「衆知マネジメン
トサイクル」として定式化し，一
連のサイクルを体得する実践的な
プログラムを作り，マネージャー
層，チームリーダー層，人事担当
者に対して研修と職場での実践サ
ポートを行っています（図表 5）。
　ちなみに，パナソニックでは独
自の「衆知マネジメントサイクル」
図の形がゾウリムシの形に似てい
ることから，「ゾウリムシ（愛称）
を回す」「ゾウリムシを組織に増
殖させる」という言葉が広がりつ
つあり，職場への普及，定着化の
後押しになっています。
　このように，経営や事業でめざ
すことを定め，それを実現する手

段として「人と組織の能力」を高
める組織ケイパビリティ開発に真
剣に取り組み，無形資産を積み上
げている先進的な企業も出てきて
います。しかし，日本全体でみる
と，「人的資本経営」について，
国や企業がようやく重い腰を上げ
たところです。グローバルとは周
回遅れでジョブ型雇用，リモート
ワーク，リスキリングに着手し始
めたばかりの段階なのです。

　このような流れのなかで，日本
企業が持続可能な経営の能力とプ
ロセスを獲得していくためには，
これまでと同じような人材の確保
や育成に力を入れるだけでは不十
分です。人が持つ能力の総和を超
えるパフォーマンスとアウトプッ
トを生み出す「組織」というシス
テムと，「組織のケイパビリティ
開発」という新たな領域に注目し，
戦略的な投資をしていくことが不
可欠なのです。

図表 5　創発型チームワークサイクルのイメージ


